
資料４①

（別紙）

船員派遣事業の許可基準の見直しについて

船員派遣事業の許可にあたっては、船員職業安定法第５７条の規定により、申請者

が船員派遣事業を的確に遂行するに足りる能力等が求められている。

その能力を具体的に判断するための基準として定めている、

① 財産的基礎に関する判断として、

・資産の総額から負債の総額を控除した額(基準資産額)が１千万円であること。

・基準資産額が、負債の総額の７分の１以上であること。

・自己名義の現金・預金の額が、８百万円以上であること。

② 事業所に関する判断として、

・事業に使用し得る面積がおおむね２０㎡以上あること。

について、

基準資産額について、以下を追加するものとすること。

教育訓練に使用する船舶の建造等に要した金額について、負債の総額から控除して

算定して差し支えない。この場合において、「船舶の建造等に要した金額」は、貸借

対照表の有形固定資産として記載されている金額とする。

ただし、当該金額が当該船舶の建造等のために金融機関等から借り入れた借入金の

額より大きい場合は、当該借入金の額とすること。

事業所について、派遣元責任者及び職務代行者の数が二人にあっては、概ね１０㎡

以上で差し支えないとすることを追加するものとすること。


